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１．事業経営から見た

知的財産環境変化

１．事業経営から見た

知的財産環境変化
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経営資源としての知的資産の動向経営資源としての知的資産の動向

金 情 報

物 人 ﾉｳﾊｳ 技術力

ブブ ララ ンン ドド 力力

経経 営営 資資 源源

有形資産有形資産 無形資産無形資産のれん 知的資産

オンバランスオンバランス オフバランスオフバランス
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競争環境の変化競争環境の変化

従来事業モデル従来事業モデル

ＮＥＣＮＥＣ

事業モデル、市場プレーヤーの変化

ほぼ完全な事業防衛
IPRﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵ

ＮＥＣＮＥＣ

ｸﾛｽ
ﾗｲｾﾝｽ

ｸﾛｽ
ﾗｲｾﾝｽ

新興ﾌﾟﾚ-ﾔｰ

Ａ社

Ｂ社

Ｃ社

Ａ社

Ｂ社

Ｄ社

Ｆ社

Ｅ社

知的資産戦略の強化が経営上の重要課題

・・・安定的相互権利関係

新事業モデル新事業モデル

IPRﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵの再構築 個別交渉力、営業力強化
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新たな収益源、企業価値向上手段新たな収益源、企業価値向上手段

従来
ＩＰＲ→製品化→収益化→企業価値

従来
ＩＰＲ→製品化→収益化→企業価値

ＩＰＲ→製品化→収益化→企業価値

収益化→企業価値

企業価値

ＩＰＲ→製品化→収益化→企業価値

収益化→企業価値

企業価値

ＩＢＭ、日立

製薬会社
食品会社
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２．ＮＥＣの知的財産戦略２．ＮＥＣの知的財産戦略
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経営戦略との連携経営戦略との連携

ＮＥＣの知的資産基本戦略ＮＥＣの知的資産基本戦略

・今後の成長領域における知的資産の集中強化

・経営の効率化（スピード、ＣＦ、ＲＯＩ）を重視した知的資産活用

技術競争力の強化技術競争力の強化

・知的資産戦略、研究開発戦略、標準化戦略の３つの戦略の連
携を図り、技術競争力を一層強化

収益力の強化収益力の強化

・経営資源の大きな要素である知的資産からの収益機会の拡大
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知的資産事業本部知的資産事業本部

知的資産事業本部組織図知的資産事業本部組織図

企 画 部
・知的資産戦略策定／遂行

・特許棚卸、知的資産価値評価

・知的資産収益化に向けた制度設計

・特許ライセンスアウト・ライセンスイン

・クロスライセンス

・特許ライセンスアウトに向けた自社／他社特許侵害調査

・知的資産（特許技術、ノウハウ）のマーケティング及び事業企画

・技術移転に伴う技術供与ライセンス

知的資産渉外部

知的資産営業部

創 造 Ｇ
・特許創造支援、他社特許分析

・全社ＣＰＯ活動支援
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事業戦略に基づくＩＰＲポートフォリオ事業戦略に基づくＩＰＲポートフォリオ
マネジメントマネジメント

事業の重要度

技
術
の
強
さ

小 大

小

大

譲渡対象領域
・Ｒ＆Ｄ縮小

・購入顧客がいれば
収益化

収益化領域
・多様な方法を駆使した積極的なﾃﾞｨｰﾙ

・ディールのための知的資産補充

戦略的事業領域
・特許網構築（make or buy）
・事業／Ｒ＆Ｄ／標準の各戦略と連携
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技術競争力の強化技術競争力の強化

応用研究

基盤研究

戦略的IPR網

設計ノウハウ

標準化

ﾊﾟｰﾄﾅｰ形成

基本特許取得

R&M
顧客志向

標準化戦略

との連携

産学連携

（技術志向）

変動リスク オープン化

基礎研究

研究開発戦略と知財戦略との関係研究開発戦略と知財戦略との関係
（（KPIKPIとしてのとしてのROIROI最大化）最大化）

企業

R&D

大学

事事 業業 戦戦 略略 知的財産戦略知的財産戦略
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オープン化戦略オープン化戦略

社外資源と知的資産の戦略的活用

課題

■ＪＶ設立
■ﾌｧｳﾝﾄﾞﾘ生産委託

etc.

■他企業販売ﾁｬﾈﾙ
へのOEM供給 etc.

■自社工場の
EMS的開放 etc.

■商品ﾗｲﾝへの
他社ｲﾝﾃｸﾞﾚｰｼｮﾝ etc.

既
存

バ
リ
ュ
ー
チ
ェ
ー
ン

アイデア創造 研究 開発 製造 販売

■ｽﾋﾟﾝｵﾌ、etc. ■基本的技術（ＩＰｺｱ等）
のﾗｲｾﾝｼﾝｸﾞ etc.

■事業化中止技術
の外部供与 etc.

■ﾌｧﾌﾞﾚｽ企業からの
技術導入 etc.

■大学・ﾍﾞﾝﾁｬｰへの
ﾌｧﾝﾃﾞｨﾝｸ、 etc.

■ｺﾝｿｰｼｱﾑ参画
■ﾍﾞﾝﾁｬｰ買収 etc.

社外資源活用
（レバレッジ）

収益源のオープン化

課題となっている領域 取り組みが進んでいる領域

アーサー．Ｄ．リトル(ADL)社の「次世代型技術経営フレームワーク」を参考に制作
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３．知財価値評価の具体例３．知財価値評価の具体例



知的資産事業本部

Intellectual Asset Operations

14

技術供与側理論：

① 開発コスト回収アプローチ

② 遺失利益（売上）補填アプローチ

技術導入側理論：

③ Make or Buyアプローチ

④ 期待利益（売上）アプローチ

新規市場既存市場

－

Y社の事例

① 開発ｺｽﾄ回収ｱﾌﾟﾛｰﾁ
③ Make or Buyｱﾌﾟﾛｰﾁ

導入側に既存
技術無し

Z社の事例
④ 期待利益ｱﾌﾟﾛｰﾁ

X社の事例

④ 期待利益ｱﾌﾟﾛｰﾁ

導入側に既存
技術有り

事例紹介：

技術料対価決定の理論と実践技術料対価決定の理論と実践
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BuyMake

技術料支払い必要
（一時金、ﾛｲﾔﾙﾃｨｰ等）

無し技術導入ｺｽﾄ

早い
（技術導入完了後、

3～6ヶ月後）

遅い
（開発完了後、
最低1～2年後）

事業開始時期

無し
（Field Provenな技術）

多額
（投資リスク大）

開発ｺｽﾄ

Make

Buy

自己開発

技術導入 事業展開

事業展開

事業開始時期の差（→収益の差）

投資リスク

技術料負担

ＭａｋｅＭａｋｅ ｏｒｏｒ ＢｕｙＢｕｙ アプローチアプローチ
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2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012

ベースケース
シェア一定

楽観ケース
シェア１．６倍

悲観ケース
シェア４割減

上記ロイヤリティレートでの
１０年の技術料収入

１２９億円
（７５億円）

９８億円
（５９億円）

７８億円
（４９億円）

（X社事業売上高）

（ ）内は現在価値に
割り引いた値

技術価値の考え方
X社の利益 × 利益に占める技術割合 × 譲渡技術の寄与度

＝（X社売上×利益率１０％） × ５０％ × ２０％
＝X社売上の１パーセント

期待利益（売上）からのアプローチ

Ｘ社の事例Ｘ社の事例（既存市場、相手側に既存技術有、技術譲渡）（既存市場、相手側に既存技術有、技術譲渡）
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開発コスト回収ｱﾌﾟﾛｰﾁと遺失利益補填ｱﾌﾟﾛｰﾁ、
及びMake or Buyｱﾌﾟﾛｰﾁの併用

0
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20
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40

2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

ベースケース

楽観ケース

悲観ケース

１２年間の収益予測

３２６億円
（１９３億円）

２８３億円
（１６８億円）

２４１億円
（１４３億円）

（ ）内は現在価値に
割り引いた値

∴ 193億円 ＞ 遺失利益＞ 143 億円 → 供与側基準のひとつ

遺失利益予測

技術価値の考え方
１）遺失利益補填ｱﾌﾟﾛｰﾁ： 自己実施した場合の収益予測

Ｙ社の事例Ｙ社の事例（既存市場、相手側に既存技術無、ライセンス）（既存市場、相手側に既存技術無、ライセンス）
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３） Make or Buyｱﾌﾟﾛｰﾁ：

Makeのﾘｽｸ ： 自己開発投資 + 事業開始時期の遅れによる遺失利益

= 218 + 85 （初期3年間のGP 推定） = 303億円

∴ 303 億円 ＞ Buyのｺｽﾄ（技術料支払） → 導入側の基準の一つと推測

２） 開発コスト回収ｱﾌﾟﾛｰﾁ：対象技術の開発コスト ｘ回収率

= 410 ｘ 38%* = 155億円

∴ 回収額＞ 155 億円 → 供与側基準のひとつ

１）～３）より：

303 億円 155 億円（193億円） 143 億円

交渉幅

*諸ﾊﾟﾗﾒｰﾀにより算出：

例）・自己実施による既回収分
・ 独占 or非独占
・ 技術の陳腐度・・・等々

（現在価値ﾍﾞｰｽ）
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期待利益（売上）からのアプローチ

新事業の価値
(超過CF) ＝

新技術を導入する
場合のZ社将来CF（ ）

新技術を導入しない
場合のZ社将来CF（ ）

－

■技術価値の考え方
過去の財務諸表やアナリストレポート等のデータを元に、
Z社の価値（将来CF）の差を推定、NEC技術の導入による
超過CFを新技術の価値とする。

■ｷｬｯｼｭﾌﾛｰﾓﾃﾞﾙの要素
・市場ｼｪｱ予測
・製品売上予測
・ｺｽﾄ（投資、営業費用、税金など）

既存製品

年

既存製品

新事業の価値

Z社独自開発の
次世代製品

新事業の価値 ： 100億円

これをNECとZ社の寄与に応じて案分、
技術価値（ライセンス対価）とするZ社

ｷ
ｬ
ｯ
ｼ
ｭ
ﾌ
ﾛ
ｰ

NECの寄与 ：
・新技術

Z社の寄与 ：
・販売管理費
・製造ライン投資、維持管理
・事業リスクを取る事への対価 など

Ｚ社の事例Ｚ社の事例（新規市場、相手側に既存技術有り、ライセンス）（新規市場、相手側に既存技術有り、ライセンス）
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４．４． まま とと めめ

・ＩＴ化で進行する事業オペレーション均質化に伴い、知
的創造力が競争力の源泉になりつつある。

・ＮＥＣでは知的創造力を事業価値として最大化すること
を知的財産戦略の基本としている。

・変動対応力を強化しキャッシュフローを最大化すること
を目的に、外部資源を活用した知的資産のオープン化
戦略を進めている。

・価値評価については、技術取引の拡大に伴い、相手側
の事情を考慮に入れた評価手法の組合せが重要に
なっている


